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本稿は,拙 稿 『通貨改革前後の西 ドイツ労働市場』(商 学討究第8巻2号)
の続編をなす ものである。前稿に於て,1948年6月に行はれた通貨改革が,そ
れ迄麻痺 と硬直の中にあった西 ドイツ労働市場に活気 と流動を喚び起 し,1950
年6月 の朝鮮動乱 を契機 とする西 ドイッ経済の飛躍的発展の素因を形成 しte
とを述べた。 ここで扱はん とする1950年よ り55年迄の 間 は,経 済発展の最 も
著 しい時期であ り,労働市場の面か らすれば,大 量失業の段階か ら完全雇用の
段階へ急速に移行する時期で もある。朝鮮動乱 を契機とす る投資財 ・生産財に
対 する内外か らの多額の需要は,労 働市場に対 し旺盛な労働力需要を喚び起 し
た。然 も幸ひ労働市場 に於ては,そ れ迄遊休 していた多量の労働力が あ り,た
ちまちそれ らは農林業部門を除 く各産業部門に吸収 され,早 や1952年末には工
業諸州(特 にNgrdrhoin-Westfalen)で完全雇用が成立 した。か くて西 ドイツ
は労働市場の将来に関し楽観的な見透 しを持ち得 るに到 ると共に,数 年後青少
年の新規労働力が激減する状態を見透して,早 くも1952年末に於てイタ リア労
働者の輸入を始 めとして長期的労働力不足に対処すべ き方策を樹立せぬばな ら
な くなったのである。
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衆知の如 く,西 ドイツ人口は,西 ベル リン地域 を除 き1939年5月には約3935・
万人であったが,1950年9月には4758万人,1956年12月に は5011万人 と,約
1000万人以上増加したが,こ の人口増加は申す迄 もな く,殆ん どが無一物の外
地及びソヴィエ ト地区か らの避難民の流入に基 くものであ り,西 ドイツ労働市
場に深甚な変化をもた らしたのである。 このや うな彪 大なる人口増加に も拘 ら
ず,如 何にして通貨改革後僅か4年 半後の1952年末に於て西 ドイツ労働市場は
部分的なが ら完全雇用の域に達したので あらうか?勿 論1952年末に於てはまだ
農村地帯に2大 なる失業者がおっfCことは事実であるが,1952年よ り1954年迄
の間に,こ れ ら農村の構i造的失業 も急速に消滅し,1954年9月には失業者82万
人(失 業率1,7%)とな り,失業は最早都市に於て殆ん ど見 られず,た だ農村
地帯に於て老齢 ・病弱等の理由で就業 し得ない失業者を残すのみになった。
このや うな西 ドイツ労働市場 の急速な好転を支へた ものは何か?之 は申す迄
もな く上述の如 く投資財 ・生産財を中心 とする輸出の振興がその第一の原因と
してあげられ るであらう。工業に於けるこれ ら両部門の比重が戦前 と比 して著
しく増加 してお ることか らして之は当然 と云ひ得 るで あらう。しかし単に之ば
か りではない。か ～る急速な労働市場の好転を支へた ものは確かに著 しい経済
成長率であるが,こ の経済成長を支へた労働市場内部の要因があることを忘れ
るべ きではない。筆者はこの高い成長率を支へた労働市場内部の要因 として婦
人雇用の増大 ・建築雇用の旺盛なること及び避難民労働力の就業の三つを挙げ
たい と思 う。婦人雇用は各産業部門に於て増大したが,特 に消費財工業に於て
著 しく,そ の男子 と比較 して低賃金であることは,製 品 コス トの低廉化に極め
て貢献した。建築業は申す迄 もな く労働力吸集の極 めて著 しい 産 業部 門 で あ
り,1950年当初か ら雇用振興に貢献した。更に避難民労働力は,産 業構造の再
編成に伴ふさま ざまの労働力需給不均衡の解消に役立 った。
本篇はこれ ら三つの要因を分析し,以 てこの1950年より55年迄の西 ドイツ労
働市場の特質を明 らかにすることを目的 とする。始 めにこの6年 間の経過を簡
単に述べ,次 にこれ ら三つの要因をそれぞれ分析し,こ の期間の特質を明らか
にす ることに努めたい。
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2.1950年よ り55年迄 の
西 ドイ ツ労 働 市場 の特 質
1950年よ り55年に到 る6年 聞,西 ドイツ労働市場は,世 界の他の如何なる国
よ りも急速に好転 した。之は勿論敗戦国 として低水準か ら出発したことに基 く
ものであるが,そ れにして も同じ敗戦国た る日本 と比較 して見て もこの好転の
速度は遙かに西 ドイツの方が優れてお る。例へば雇用者の絶対的増加数 を比較
して見て も之は明 らかである。(第 一表参照)勿 論雇用者数の増加が即ち労働
市場の好転を示す指標であると無条件的には云ひ得ないにして も,就 業人口の
第一表 雇 用 者 数 の 推 移
　
日 本1西
}
1,265万
1,370万
1,421万
1,498万
1,547万
1,617万
352万
独
1950年
51年
52年
53年
54年
55年
53年の5C年に対す る
増加数
1,385万
1,472万
1,57!万
1・,581万
1,650万
1,781万
396万
註1、 労働 白書1956年 版P.61.
註2,日 本 は労働 力 調査 に よ る,53年以 降は修正値
西独 は各年6月 の数字,た だ し55年は9月 の数字
うちで雇用労 働力人 口の相対 的増加が労働市場 の近代化 を示 す もので あ ると考
へ られ この点で雇用者数 の増加量 を比較す るの は無意義でないで あ らう。第一
表 で明 らかな如 く日本の雇 用者数の増加 は1950年よ り55年迄 に於て352万人で
あるのに対 し,西 ドイツは396万人 と,絶 対値 に於て も約50万人西 ドイッの方
が 日本 よ り多いので ある。更 に而国の総人 口とそれ ぞれ比較 し,その比率 を とっ
て 見 る と,1955年平均で 日本の総人 口は8911万人で あ るの に対 し西 ドイツは19
56年末で5… 万 人で あ り,従 って 躰}こ 於 ては この瀦 の分数 は(352
8911)-3・9
の
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%で あるのに対 し西 ドイツは(3695011)-7・8%であって,従 つ聯 人・に対
する雇用者増加率は西 ドイツが 日本の倍であった と云ふことにな る。なほ有業
率(_廻 力人口総人口)は 躰 に於ては・・5・年平均43・6%から55年平 均47・3iと
3.7%増 加 し て お る の に 対 し,西 ド イ ツに 於 て は この5年 間 に46.1%か ら49.0
ご　 き
%と 約3%の 増加を示 してお るのであるから,西 ドイツの方が若干 日本よ り有
業率の増加は少いことになる。それだけに西 ドイツに於ては自営業主や家族従
業者の増加率は日本 よ り比較にな らぬ位少な く,雇 用者の増加率が圧倒的に多
い と云ふことを物語る訳である。勿論,厳 密に云へば,西 ドイツ及び日本の産
業構造の相違を無視 して,雇 用の増加を比較し之 によっていつれの国かの労働
市場に就いて何 らかの結論を導 き出す ことは危険であるが,大 凡の推論を導 き
出すのにはこの程度の比較は決して無意義ではないであらう。
然 らばか 、る急速な労働市場の好転を可能にな らしめた外部的原因は何であ
るか。之は次の如 き条件が殆ん ど偶数 に50年前後同時的に発生 したか らである
と云ひ得 る。
1.生 産制限の解除
2.賠 償の緩和
3.マ ーシアル援助計画
4.朝 鮮動乱の勃発によるブームの発生
生産制限乃至禁止は,ポ ツダム協定に もとづ き,1946年以来多 くの重工業部
門に課せ られてゐた。その後次第に制限乃至禁止の条件は緩和せ られ るに到っ
1,
たが,大 幅な緩和 は,1951年4.月3日「工業監視 に関す る取極 め」 に依 って始
めてな され た と云 ひ得 るので あって,1950年当初迄 多 くの重工業部 門はその発
達 を甚 だ し く困難 にせ られたので あ る。従 って 多 くの軍需関聯産業(ア ル ミ産
(1)こ の点 は,両 国 の 労 働力 の 供 給 増 加 率 を比 較 せ ね ば正 確 で は な い が,生 産 年 合
人 口 を比 較 して 見 る と,西 ドイ ツの 場 合 に は,避 難 民 の流 入 が あ るた め,人 口 の 増
加 数 は 毎 年 約45～55万で あ るの に 対 し,生 産 年 令 人 口 の 増 加 数 は之 を 遙 か に 上 廻 り
年 平 均65万人 で あ って,日 本 の生 産 年 令 人 口 の増 加 数 約120万 と比 較 す れ ば,約 半
分 に相 当 す る。 従 って 西 ドイ ツ の 労 働 力 の供 給 は そ の総 人 口 との 比 率 に 於 て 日本 と
大 差 が な い と云 ひ 得 るで あ ら う。 な ほ労 働 省 労 働 統 計 調 査 部r労 働 白 書 』1956年版
49～55頁参照 。
(2)DeutscheIndustrieverlags.GmbH,TaschenbuchfUrdieWirtschaft,her.
ausgeg,vomDeutschenIndustrieinstitut,1959,K61n.Tab.7.
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業 ・人造 ゴム ・重工作機械等)は1951年以降 にな って始 めて生産 を再開 し労働
力を需要す るに到 ったので ある。更 に賠償 の緩和で あ るが,賠 償 に依 る工 場の
解体撤去 は1950年の始 めで事実上終 了し,そ れ以後 は最早 行はれ ずに済む こと
にな った。1950年迄 の工場撤去 に依 る損害 は1950年価格で25億マル クと見積 ら
れ てお るが,1946年に決定 された第一次工業水準案 に依ればなほ30億マル ク(
1950年価 格見積 り)以 上の工場が1950年以降撤去せ られ る予定で あったので あ
る。即 ち工場撤去 は始 めの予定の半分以下の額 で済む こ とにな った。賠償 の中
止が1950年にな され た ことが,如 何 に後 日の経 済復興 に貢 献 したかは次の見積
りに依 って も明 らかで ある。即 ちFritzBaadeに依れば,1954年の西 ドイツ輸
出総額53億ドル の うち,38億 ドル は重工業 ・機械工業 ・化学工業部 門によって
占め られ てお るが,そ の うち最低 の見積 りで も20億ドル は1949年賠償 の リス ト
にのせ られ解体撤去 を予定せ られて ゐた工場 に依 って生産せ られ て ゐ た と云
ぐの
ふ。この見積 りに依れば西 ドイツの輸出総額のV3以上は,賠 償 を予定 せ られ
てゐた工場か らの生産物に依って占められてゐたことにな る。1950年迄の工場
撤去は多くの失業を生み出した。尤 も原料及び動力が不足してゐた当時に於て
工 場撤去は実際に思った程大 きなマ イナスの効果 をもた らした とは云ひ得ない
が,最 も工場撤去が実質的に行はれた1949年に於ては,こ のマイナスの効果は
決 して無視し得ない程の ものであ り,1949年に於ける失業増加の一因はこsに
求め られ るべ きである。兎に角1950年を境 として工場撤去が中止になったこと
は,労 働 力需要 の 面 に も,又 更には心理的に労働 モラルの振興の面に も大 き
な影響 を及ぼし,1950年よ りの労働市場の急速な好転の原因 となった。
次にマーシアル援 助 計 画で あ るが,、之は衆知の如 く西 ドイツの復興に対 し
て二重の効果を もた らした。一つは援助 による食糧輸入 と原 材 料 の輸 入 で あ
り,他はこれ らの国内売却代金がマルクで連邦申央銀行に積立 て られ 「ヨー
ロッパ復興計画(ERP)見 返資金」 として投資計画の資金源 として活用 され
た ことである。特に注目すべ きはマーシアル援助に依 る輸入は,1950年前後よ
り次第に食糧か ら原材料 に重点を移行し,当 時最 も生産の1釜路であった原材料
、(3)Handw6rterbuchderSozialwissenschaften,(Stuttgart-Tttbingen-G6ttingen)
Lieferung24.Artikel``Demontage。"vonFritzBaade,S.57ユ.
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の解消に役立 った と共に,見 返 資金 も又1950年に於 て新規設備投資 に最 も大 き
ぐの
な 役 割を果 ぴ 同年の新規設備投 資金総額の15%とい う比率 を占めた。か くで
マーシアル援助が 本格的 に工 業生産 に役立 ち始 めたの も1950年か らと云A、こと
が 出来 るで あ らう。丁度か ～る時に朝鮮動乱が勃発 したので ある。朝鮮動乱 は
国 内需要 として消費財,国 外需要 として生産財 ・投資財 の生産 を著 し く促進 し
た。朝鮮動 乱の勃発 した6月 か ら11月迄の僅か5ケ 月間 に,総 生産指数は110
の水 準(1936==100)から138と28の上昇 を見 たが,か5る 急上昇は1946年6月
の 通貨改革直後 か ら11月迄 の間 に於 け る急上昇に匹敵す る もので あった。労働
力雇 用 も1950年5月か ら1951年5月迄 に108万人の増加 を示 し,工 業諸州 は旺
盛 な労働力需要をひ き起 したので あ る。か くて 朝 鮮 動 乱 と共 に工 業 諸 州 は
Anziehungs-zo9(吸引渦)と して,避 難民諸州 に大量 に存 在 してゐた潜在的 ・
構 造的失業者 を急速に吸集 し始 め労働市場の急 速な好転 を促 した。
然 らばかk)・る4つ の原因に影響せ られ つs,西 ドイフ労働市場 はこの1950年
・～55年の6ケ 年の 間に如何な る経過 をた どったか ,簡 単にそれ に 触 れ て 見 た
い。
1950年よ り1955年迄 の労働市場 の動 きを,一 言を以 て約すれば,1948年6月
るう ラ
よ り始まった次の諸傾向の加速度的な促進 と云ふことが出来 る。即 ち1)『農林
(4)ミ ユ ンヘ ン経済 研究 所著r西 独経済 の再建 過程 』(ゲ イ ヤモ ン ド社 。 昭29年。
吉野俊 彦訳)41頁参照 。
なほ見返 資金 に よ る投 資額 の統 計(1949～1953年)を掲 げ ると次 の如 くで あ り,
1950年が最 も多 く,次 に1951年で あ る。
単位・C・万DM・幡 諜 群i195・1⊥9Sl
見 返 資 金(1)1
11[l
l7911ggrl77!「82011
i{
1952
548
1953
335
粗投資総額(2)
そ砒 率一1㌃
1893688],6 !945912833G
o.9%
2965732253
22%ig・ ・%2・8%1・ ・8%い ・・%
HC.Wallich,MainspringsofTheGemanRevival,(YaleStudiesinEco-
nomics5.;YaleUniversityPress,1955.)p.156.
〈5)拙 稿r通 貨 改 革 前 後 の 西 ドイ ッ 労 働 市 場 』(「 商 学 討 究 」 第8巻 第2号)30頁
よ り38頁迄 参 照 。
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業 部門』 雇用の漸減。 『工業及び手工業部門』雇用の著増。3)婦人雇用の増
加。4)労働時聞延長に依る生産の増加。5)工業諸州(Nordrhein-Westfalen
州及びWUrtemberg-Baden州)工業 部 門の 雇 用 増加に依 る農村地帯の 失 業
者の吸収。然 りとすれば1950年以後の労働市場 は本質的にそれ以前 とは何 らの
差異がなかった と云ひ得 るであ らうか。確かに1950年以後の労働市場の動 きで
それ以前 と著 しく異 る傾向が現 はれた とは云ひ得ないであらう。しかし異るの
はこれ らの傾 向の実現 される 『速度』である。朝鮮動乱に基 くブームは内外か
らの飛躍的な需要を喚び起 したが,動 乱勃発当時に於てこの需要に応 じ得 るだ
けの生産体制が西 ドイツ経済に於て十全 に出来てお る筈がなかった。特に著 し
い生産の隙路は電力 ・石炭等のエネルギ資源であ り,又生産原料であ り,そ し
て 又工業諸州 に於 ける熟練労働力の不足であった。しか も他方に於て,朝 鮮動
乱 は,労 働市場の地域的不均衡 を,通 貨改革 当時以上に明 らかにし,農 業諸州
に於ける大量の失業者の存在を浮彫にしたので あった。そしてこれ ら農業諸州
の失業者は既に敗戦以来5年 間 も工業諸州に住居を求め得ないまs慢 性的な失
業 労働力 として農村地帯に停滞 し,次 第に頽廃の色を濃 くしつ あ ったの で あ
る。例へば不定期農業労働,闇 ブローカー的労働,失 業手当を受っ ㌧隠密の う
ちになす 『もぐり仕事』等。朝鮮動乱の勃発 した1950年か ら51年にかけて,若
午の工業諸州に於ては既に失業率2～3%で 完全雇用の域に達 してゐたが,そ
の丁度同じ時期に農業諸州には,通 貨改革以前 と余 り変 らない これ ら頽廃的な
不定期労働が広汎に見られ,時 期を遷延 すればする程,こ れ ら労働力の流動性
ビの
が益々失はれ る危険があったのである。従って1950年以後の西 ドイツ労働市場
に とって,共 に敏速なる処置を必要 とせ られtご っの課題が あった。即ち1っ
はブームに伴ふ急速な需要増大 に必要 とされ る労働力を急速に供給し,生 産の
隆路を解消す ること。2つ は農村地帯の失業労働力を速かに流動せしめ,適 正
な職場に配置せしめること。この課題は共に1950年以前には見 られない もので
あ り,そ の解決の成否にはいつれ も『速度』の要因が大 きく作用する。 もし遅延
した場合,生 産の増加は妨 げ られ ると共に慢性的失業はいよいよ流動性を失ひ
(6)V,Siebrecht,ArbeitsmarktundArbeitsmarktpolitikinderNachkriegszeit,
〈KohlhammerVerlag;Stuttgart,1956)SS,109-114、
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退嬰的にな り果ては労働能力を喪失する。然 もこの二つの課題は,『 速度』 の
要因を解決しさへすれば,い つれ も同時に解決せ らるべ き性質の ものであ り,
朝鮮動乱は,そ の意味に於て,労 働市場に於ける不均衡 を解消すべ き好機であ
った訳である。西 ドイツの労働市場政策が この二つの課題に無関心である筈は
なかった。労働省の手に依って農業諸州労働力の集団移住が計画せ られ実行せ
られたのであったが,之 は実質的には余 り大 きな効果が無かった と云ひ得 る。
それは即ち1)工 業諸州の住宅不足。2)労 働力に対 する官僚統制は,ナ チス
時代の統制経済に対する反動か ら,官 民共に之を避けや うとしたこと。3)各
州 の 割 拠 主 義(Partikularismus)に基 き,各 州 の 利 害 の対 立 が あ っ た こe(L'特
にこの1)工 業諸州の住宅不足は労働市場政策にとっては絶対的な阻害原因で
あったのであ り,従って緊急な大量の住宅建設は,こ れ ら課題解決のための何
ものよ りも大切な前提であったのである。か くて1950年～55年を通 じて西 ドイ
ツの全設備投資の うち平均約25%は住宅建築のみに向け られ,毎 年平均約60億
マルクの資金が投下 されたが,こ の金額は大体同期間イギ リスに於て投下 され
くど　
7cff金の1,5倍近 くになるのである。
朝鮮動乱を契機 とする婦人雇用の加速度的増加 も,や は りこの 『速度』 の要
因を切離 しては理解 し得ないであ らう。工業諸州の旺盛な労働力需要は,通 貨
改革時以上 に,従 来家庭内にあった婦人労働力 を吸引したのであって,そ の内
容に就いては次の項に触れ るであ らう。そしてそれ と関聯して更に見礫すこと
の出来ないのは避難民労働力の就業であ らう。この労働力は,勿 論多 くは農業
諸州に失業者 として存在 してゐたのであったが,1953年頃 よ り,住 宅事情の緩
和 と共に,次 第に工業諸州に移住し,熟 練 。不熟練各種の職種 に就業し,工 業
諸州の労働力不足に役立っtc。更に1953年頃よ り流入した新規の東 ドイツよ り
の非合法 ・合法の避難民は,組 織的な職業紹介制度に依って,直 接工業諸州に
職 を見出し,労 働力不足の緩和に役立ったのである。
(7)Siebrecht,a.a.0.S.137.例へ ば受 入 れ 側 と して の 工業 諸 州 は優 秀 な 労 働
能 力 あ る労 働 者 の み を希 望 す るの に 対 し,農 業 諸 州 は そ の 引 抜 きの 結 果 と して 自己
の 州 がr救 貧 院 』(Armenhauser)同然 とな る こ とに極 力 反 対 した 。
(8)H.M.S,0.,EconomicSurvey1956,P,8,に 依 れ ば 住 宅 建 築 へ は1951年
か ら1955年迄 に,1948年価 格 換 算 で,22億 ポ ン ドの 資 金 が支 出 され て お るか ら,年
平 均4億4000萬 ポ ン ド とな る。
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住宅建築 に依 る雇用増大 ・婦人雇用の増加 ・避難民就業の いずれ も,朝 鮮動
乱 を契機 とす る急 速な生産増大の要請 に応へ るために生 じた もの と考へ ること
が 出来,そ れ に依 って 『速度』の問題 は解消 され,か くして西 ドイ ツの労働市
場が,約1000万に及 ぶ人 口増加 に も拘 らず,1955年には既 に完全雇用の域に達
したので あ る。
掬,こ の1950年よ り1955年迄 の西 ドイツ労働 市場の諸傾 向を雇用 ・失業 の二
庫に限定 して統 計的に確か めてみたい と思 ふ。'
⊥)雇 用。雇用の増加 は第二表 に見 られ る如 く,1950年9月よ り1955年9月
迄 に約350万の増加 を示 してお り,年 平均約70万人 であ る。そ して産業別 に見
ると,工 業及び手工業 の増加が圧倒的で あ り,第 三表で明 らかな如 くに350万
第二表 西 ドイツにお け る雇用 と失業(1950～55年)
(単位100万)
毎年9月網 雇 用1失 業1
統 計 総 釧 増 副 総 数陣 減
・94gl・3.6・1 L31
1950 1429 +0.69 1.27 一 〇.04
1951 14.88 十 〇.59 1.24 一 〇 .04
ヨ
1952
●
工5.46 十 〇.57 1.G5 一 〇 .18 1
1953 16.04 十 〇.58 G.94 一 〇 .11
1954 16.82 十G,79 G.82 一 〇.12
1955 17.80 十G.97 Q.49 一 〇.33
註Siebrecht,a.a.0.S.248.
人 の増加 の うち177万人 は工業及 び手工業部門に於 て占め られ て ゐ るの で あ
る。特 に朝鮮動乱 に依 るブー ムの影響が著 しかった ことは,1949/50及び1950/
51の両年 の雇用増加分120万の うち工業部 門が95万と79%を占めてお ることで
も明 らかで ある。そ して工 業部門内部 に於て,雇 用増加の著 しい部門 は,投 資
くの
財工業 で次いで原料及び生産財工 業及 び消費財工業で あ る。
(9)下記は工業部門別に見たる雇用労働者数の増減である。ee
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第三表 西 ドイツ雇用労働 者の増加(1950年～1955年)
(単位1,000人)
lO月よ り翌
年9月 迄
1
雇用労働者合計 内 訳
工 業 部F明 その他産業部門
1
増 減 % 増 減1%1増 減%
1949/50
1950/51
1951/52
1952/53
1953/54
:エ954/55
1
十691
十589
+572
十588
十786
十973
十5.1
十5.4
十3.8
十3.8
十4.9
十5.9
十556
十4Q2
十225
十261
十327
十552
i
十12.5
'十8
,0
十42
十4.6
十5,6
十8.9
十135
十187
十347
十327
十459
十420
十L5
十2.0
十3.7
十3.3
+4.5
.十4.O
j
註1.工 業 部 門 は10人以 下 の 企 業 は 除 く。 ただ し建 築 業 及 び エ ネ ル ギ提 供 部 門
を 除 く。
註2.出 所 はWirtschaftundStatistik1956,S,66.
次に産業別に見た雇用の増減に於て著 しく見 られ る第二の傾向は農林業部門
の雇用の減少である。農林業部門か らの労働力の流出は,既 に通貨改革 と共に
始まってゐたが,朝 鮮ブームを契機 としてその流出の速度は急速に高まった。
この労働力の流出は,単 に農林業内部の雇用労働力のみでな く,そ の自営業主
及び家族従業者に於て も著 しく,殊 にその申で も婦人労働力の流出は顕著であ
る。この嬬人労働力については後述 したいと思ふ。例へば農業に於 ける完全就
*工 業 部 門 内 の 雇 用 労 働 者 数
礫 合計1鉱 業 原 料 及1投資 財i消 費 財 食 料及 び生産財工調 工 享楽財工業業 匹 業
雇 用 者 数 (単位1,000)
19504,796
19546,G61
増 減 十1,265
571
E
墜上
、,。,51
1,312
1,456
2,019
1,336
1,684
+7・1+2・7S+563+348
337
403
十66
註TaschenbuchfttrdieWirtschaft,1959,Tab.20.よ り 。
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業労働力 を見 ると,第 四表 の如 くで あって,1950年よ り55年迄 に約60万の労働
力の流出が あ る。
第四表 農業における完全就業労働者数(単 位1000)
l
I家族労瀦
賃金労働者 合 計
1938/39 2,896 820 3,716
1950/51 2,885 857 3,742
1951/52
●
2,793 797 3,590
1952/53 2,708
1
753 3,461
1953/5412,6011 719 3,320
'954/55}2・466}690 3,156
・ 註Presse・undInformationsamtderBundesregierung,
DeutschlandHeute,1959.S.321.
このや うな多量の労働力の流出に も拘 らず,西 ドイツ農業の生産性向上は著
ロの
し く,工業部門の生産性向上に劣 らなかったと云ひ得 る。之 は勿論農業生産の
機械化 ・農業経営の合理化及び多量の化学肥料の投入に基 くものである。既に
1954年に於て一人当 りの食料消費量は既に戦前水準に達してお り,然 も東 ドイ
ツの農業地帯を失ったにも拘 らず,食 料 自給率 は1952年に於て65%,(戦前で
は83%)1955年に於ては75～80%に達しておる。生産の機械化は農村の家族従
(10)農林業部門に於ける生産性の向上は次の表からも明らかである。
産業別に見たる西 ドイツ産業の生産性指数(1954=100)
1950
1951
1952
1953
ユ954
1955
農 林 業
70
87
92
98
100
101
工業及手工業
81
87
92
97
100
110
他の産業部門
90
93
95
96
100
105
合
?」?
?
80
87
92
96
100
108
註TaschenbuchfttrdieWirtschaft1959,Tab,29b.
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棄労働者一 特に農村婦人労働者一 の工業への移動 を可能な らしめたのであ
って,第 四表に明 らかの如 く,60万の農業完全就業労働者の うち40万余は家族
労働者であったのである。
次に労働力の供給が如何な る社会階層に由来するかを明 らかにすることも西
ドイッの労働市場の性格 を明 らかにす る点に於て無意義ではあるまい。凡そ西
ドイツで労働力の給源と見な され得 るものは4つ ある。1.失業者2.ソ ヴィ
エ ト地区か らの避難民3 .未就業労働力(主 として家庭内婦人)4.新 規青少
ロ 　　
年労働力。之 を1950年の始 めと1955年とで比 較 して見 ると次の如 くで ある。
1950年3月よ り1951年3月迄 の
雇 用 増 加lG5万95GG人の 内訳
1.285,0CO人 失 業 者
2,250,GOO人 ソ ヴ ィエ ト地 区 よ
りの避 難 民
3.400,00e人 未 就 業 労 働 力
4.120,000人 他 産 業 の 労 働 力
1954年9月よ り1955年9月迄 の
雇 用増加97万5000人の内訳
L325,000人 失業者
2.200,GOO人ソヴ ィエ ト地 区か
らの避難民
　
3.170,000人 未 就 業 労 働 力
4.280,000人 新 規 青 少 年 労 働 力
計1055,000人'計975,000人
之 に依 って も,1950年当初 に於て は未就業労 働力の雇 用が圧倒 的に多 く,失 業
者 の雇用が決 して多 くな った ことが明 らか とな る。 しかし1953年頃 よ り,未 就
業労働力の雇 用は比重力轍 じ,そ の代 りに失業 者雇用 と新 規青少年労働力の比
重が 増加 した。 この ことは1954年9月よ りの一年 間の雇用増加の内訳 に於 て明
瞭に されてお る。
2)失 業。失 業は,第 二表 に明 らかな如 く,1950年9月には失業者数127万
で あっtc(失業率8.2%)が,1955年9月には49万(失 業率2.7%)と な り,
5年 間で既 に完全雇用の域 に達 した。 資本主 義経済 の正常な状態 に於 け る失業
率が普通5%と 云はれておるが,そ の点か らすれば1954年9月には既に完余雇
用に達 してゐた と云って差支へ ないで あ らう。(1954年9月失業者数82万人,
失業率4.7%)従 って朱業対策事業労働 者(Notstandarbeiter)及び 操 短 労 働
(11)1950年3月 よ り1951年3月 迄 の 内 訳 はSiebrecht,a.a.O.S.125.1954年9月
よ り1955年9月 迄 の 内 訳 はBundesministeriumfUrArbeit,DieBev6]kerungs-
undWirtschaftsentwicklungderBundesrepublikDeutschlandimJahre1955.
S.9.に 依 る 。
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者(Kurzarbeiter)の数 も,1954年を境 として急速 に減少 してお る。
しか しなが ら前述 した如 く,工 業諸州に於 ては1949年頃よ り既 に 殆ん ど完全
雇用 の域 に達 してゐたので あって,1954年にな って西 ドイ ツ全 体 の 失 業 率 が
5.0%程度になった と云ふ ことは,換 言すれば漸 く1953年～54年頃 にな って始
めて農業諸州 に見 られた大量 の構造的失業が消失 し始めた と云ふ ことを物 語 る
に他な らない。第二表 に於 て見 られ る如 く,1950年51年の両年,雇 用は年60万
程 度増加 したのに反 し,失 業の減少 は僅か4万 人 にすぎな1い。之 は未就業労働
力 の雇用増加 を物語 ると共に,他 面失業者の 吸収が1950年始 め殆ん ど行はれな
かった ことを示す もので あ り,農 業諸州の労働者が朝鮮動乱 によ るブー ムに置
第五表 農業諸州の雇用及び失業(1952年6月30日)
旨
単位1,000
雇用者と失業
者の合計
1'
内 訳
% 雇用者 % 失業者 % ÷(%)
1・
1
2 3 4 5 6 7
ゆ
農 業 諸 州
他 の 諸 州
6768
9643
4.15938
5g陣
39
61
830
409
67
33
12.C
4.2
合 計1・64・ エ
1
100 15171 lOO 1239 100
註1.AnalysederwestdeutschenArbeitslosigkeit,1952.S.10,
註2.農 業 諸 州 はSchleswig・Holstein,Niedersachsen,Bayernの三 州 で あ る
が,こ こ で はHamburg又 びBremenの 両 市 も含 む 。
(12)失 業 対 策 事 業 労 働 者Notstandarbeiter)及び操 短 労 働 者(Kurzarbeiter)の統 計
は次 の 如 くで あ ろ。(単 位1,000)
1950 1954 1955
操 短 労 働 者
その ち婦人労働者
失業対策事業労働者
93
52
70
30
561
i
5引23
i
14
46
DieBev61kerungs一皿dWirtschaftsentwicklungderB.D.1955.
Ubersicht71,
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去 りに され てゐた こと を 明 らか に す る もの で あ る。 第5表 は,失 業の地域
的落差が1952年に於 て も依然 として大 きかった ことを示 してお る。即 ち農業諸・
州に於 け る雇用者合計 は西 ドイ ッ(西 ベル リンを除 く)全 体の雇用者総数の39
%を しめ るに過 ぎないの に対 し,失 業者数 は これ らの州では83万であって,当
時西 ドイツ失業者総数123万の67%を占めてお ったので あ る。 従 っ て 失 業率
も,第 五表 で明 らか な如 くに,他 の諸州では4.2%で あ るの に対 し,農 業諸州、
は12%であって,極 めて大 きな差が ある。 この農業諸州の失業者83万 人 の う
ち,構 造的失業 一…西 ドイツの場合 構造的失業の殆ん どは,技 能 を持ち なが ら
農村地帯 に住居 してお るため失業せ ざるを得 ない避難民及び疎 開者の失業 を指
く　の
す一 一の数 は約60万人 と推定せ られてお る。か くの如 く大量 の 構 造 的 失 業 が
1952年に於 て も農村地帯 に存 在 しておった ことは事実で あ るが,し か し工 業諸
州の農業諸州に対 す る労働力の吸 引は,1950年頃 か ら既 に始 め られてお っfcの
で あって,1949年と比較 して失 業者の質 は1952年に於 て次の二点 に於 て差異が
あった。即 ち第一 には婦人失業の比率が,1949年に於 ては27%(35万人)で あ
ったが,1952年に 於 て は37%(45万人)と 増大 してお る ことで あ り,之 は男
子失業労 働力が 吸収 され婦人労働力 の供給が増加 した ことを物 語 ってお る。第
二 には失業者 の質が次第に低下 し,労 働能力の薄弱 な者が 多 くなった ことで あ
ロお
る。
このや うな労働力の流動が行はれることに依って1953年及び54年の両年に於
て,農 業諸州の大量的な構造的失業は実質的には殆ん ど解消 した と云って差支
へ ないであらう。第六表で明 らかな如 くに,1954年に於ける農業諸州の失業考
合計は64万3千人であ り,1950年の2/3に減少 しておる。 勿論1954年に於 ても
失業の地域的落差 は確かにまだ大 きいのであるが,1954年に於 ては良質の失業
労働力は殆んど就業 してお り,こ れ ら64万3千人の うち大半は,失 業2年 以上
(13)AnalysederwestdeutschenArbeitslosigkeit,S.13.
(14)Siebrecht,a.a.0.S.157.Siebrechtは1952年6月末 の 失 業 者128万 人 の
うち,充 分 な 労 働能 力 を有 す る失 業 者 は 約80万人 程 度 で あ り,他 は 老 齢 そ の他 で 労
働 能 力 の 簿 弱 な 者 で あ り,従 って 当 時 西 ドイ ッ毎 年 の 雇 用 増 加 が60～70万程 度 で あ
るか ら,2～3年 後 に は失 業 者 の 激 減 が 予 想 され る と共 に労 働 力 も当然 現 は れ て 来 る
こ とを指 摘 して お る。
1950年より55年迄の西 ドイツ労働市場(吉 武)-33一
第六表 農 業 諸 州 の 失 業 の 変 遷
(単位1,00G人)
1950
,
1952 1954
　Schleswig-Holsteinl209
Niedersachsenl364
Baye「nI390
152L104
}
299}238
346}3・ ・
i
合 計,963
1
t
797 643
(註)HauptergebnissederArbeits・undSozialstatistik1953,S,43.
及 びDeutschlandHeute1959,S.306.
に 及 ぶ 慢 性 的 失 業 が 占 め て お る の で あ る 。 即 ち 職 業 紹 介 の 客 易 で な い 労 働 力 が
(15)
その大半を占めておるのである。か くして固定的停滞的な失業を残して農業諸
第七表 西 独 失 業 者 の 年 齢 別 構 成
(単位 τ,GOO人)
}
年 齢 区 ㌔'950年8月 1955年10月
/25才以下
男 〔
25才一45才
155.2
405.61
15.6
59.6
46才 ～65才1399,0
66才以上}26.。
123.6
24.5
子
計 925.7 223.3
}}
20才以下 118.8 17.5
女
2工才～35才}209・4 lll.4
36才 ～45才195・3
1
53.0
45才 以 上1・ ・4 91.9
子 1
計i425・0[273・9
1
(註)DieBev61kerungs-undWirtschaftsentwicklungder
Bundesr-epublikDeu;schland,1955,S、33及び
Sozialtaschenbnch,1952,S,26,
(15)1953年9月の 調 査 に 依 れ ば,二 年 以 上 失 業 して お る慢 性的 失 業 は,Schleswig・
Holstein州で は,失 業 者 の うち46%,Niedersachsen41%,SUdbayem30%,を
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州 の労働力は急速 に1953年54年に於 て雇 用 されて行 ったので ある。
このや うな失業労働力の質の変化 は,失 業者 の年齢別構成 を見 る ことに依 っ
て も明 らか とな る。(第 七表参照)即 ち男子25才～45才迄の失業者数は1950年
8月 には40万で あったが,1955年10月では僅 か5万9千 人 と激減 してお る。男
子 に就 いては1955年に於 て老齢労働者 を除い て殆ん ど失業者 のお らない状態が
実現 した と云 ひ得 る。女子 につい て も男子 と同様 の ことが 云 ひ 得 るが,た だ
1955年に於ては,失 業の申で男子 と比較 してその比重が増加 した ことが注 目さ
れ る。之 は女 子の求 職傾 向が依然 として強 い ことを物語 る もので あ ると共に,
女子労働力のstockがまだ可成 りあ ることを示 す ものであ る。
1955年9月には失 業者数49万人 と激減 し,失 業率2 .7%とな り,超 完全雇用
の域 に達 した と共に,労 動力不足が次 第に顕に なって来 た。そ して農村地帯 の
失業者が減少す るにつれて,都 市地域在 住の失 業 者 の 比 率 は 増 加 し,1954年
9月 には後者 の比率 は19.3%であっtcのが,1955年5月には30%とな るに到 っ
ごエ　 ナ
た の で あ る。
ee占め て お る。 従 っ て農 業 諸 州 で は1953年に 於 て 約40%前 後 が慢 性 的 失 業 と見 倣 し
て差 支 へ な い 。 な ほSiebrecht,a.a.0.S.199.
(16)Siebr㏄ht,a.a,0.S.229.
